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［要旨］夏季の外気温の上昇は空調システムのエネルギー消費量を増加させ、夏季のCO2排出量

を増加させる一因となっている。これまで各種のヒートアイランド対策が進められているが、民

生業務部門の床面積が集中しヒートソースとなる都心部では、冷熱源が不足しており、雨水や地

下水等の都市に均等に腑在する冷熱源を利用することが、問題解決の手段として有効と考えられ

る。 

そこで、本研究では冷熱源として雨水及び地下水に注目し、土壌水分量の変化をより精緻に表

現することで、土壌の保水及び蒸散によって都市キャノピー気温を低下させる機構を評価可能な

都市キャノピーモデルを開発した。これにより都市のキャノピー温度、地表面、土壌面の水・熱

の移動が連続的に解析できるモデルとした。また、これに建築物からの人工排熱量を定量化して、

都市の水・熱フラックスを解析するモデルを開発した。 

民生業務部門からの人工排熱量が大きい東京都心部を対象として、現況の地表面温度及びキャ

ノピー気温の再現計算を行った。モデルによる計算結果は、2003年8月および2009年8月の現地観

測データを用いて計算値の評価を行った。また、2002年8月に取得された衛星観測データを用いて

テストエリア全域における面的な評価を行った。検証の結果からは、現況再現可能なモデルであ

ることが確認された。 
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１.はじめに 

関東圏では都心部への財・サービスの集中により、エネルギー消費量および人工排熱量が増加

してきた。同時に、土地利用改変に伴う自然地の減少により、ヒートアイランド現象が顕在化し

てきている。これらの問題に対して、環境省、国交省、東京都では各種の「ヒートアイランド対

策事業」を実施し、問題解決のための技術開発と普及を目的とした政策を推進している。 

これまでのヒートアイランド対策には、対流顕熱を対流潜熱化する対策として各種の緑化、対

流顕熱の緩和として風の道形成、人工排熱を潜熱化としてエアコンの室外機の更新等がなされて

いる。しかし、冷却のための冷熱源が十分に供給されていないため、外気温上昇にともない建築

物内でのエネルギー消費量が増加し、また降雨が不足するとアスファルト等の路面、壁面の温度

上昇を避けられないという問題を抱えている。これに対して涌水・地下水に雨水を加えた多様な

水循環を活用することにより、これまでのヒートアイランド対策がより進行すると考えられる。 

 

２．研究目的 

本業務では圏域・都市スケールでの技術・政策シナリオについて、水・熱・大気の環境フラッ

クスの観点からアセスメントを行う分布型モデル（圏域スケールの水・熱・大気の環境フラック

スの統合アセスメントモデル）の開発を行う。 

都心部の熱環境の解析と施策の評価を目的として、都市に腑在する環境資源である水循環の機
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